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地域別最低賃金が更新されます。金額は以下の通りです。
	
	更新前
	更新後
（施行日）
	差額

	千葉
	723
	728
（10月3日）
	+5

	埼玉
	722
	735
（10月17日）
	+13

	東京
	766
	791
（10月1日）
	+25


事業主はこれを下回る賃金で労働者を使用することはできません。

これとは別に特定(産業別)最低賃金がありますが、決まり次第お知らせいたします。

なお、通勤手当、精皆勤手当、時間外割増賃金、その他臨時に支払われる手当等は除きます。

先月号でお伝えした通り、10月より出産育児一時金に改正があります。
支給額が38万円から、42万円に引き上げられます。（※産科医療補償制度に加入する医療機関等で出産した場合です。それ以外の場合は、35万円から39万円へ）

　また、出産育児一時金を協会けんぽから医療機関等に直接支払う仕組みに変わります。出産にかかる費用を事前にご用意いただく必要がなくなります。

　実際には、以下のようになります。
①出産にかかった費用が、出産育児一時金の支給額以上である場合、書類の提出は必要ありません。

②出産にかかった費用が、出産育児一時金の支給額未満であった場合には、出産後、その差額分を協会けんぽに請求し、差額分を受け取ります。

③扶養の届出はこれまで通り行いますので、名前、生年月日、続柄等を確実に聞き取るようにしてください。

※ご注意　平成22年3月までの半年間、医療機関によっては、出産の費用を医療機関に全額支払い、その後協会けんぽに出産育児一時金の請求を行う必要があります。医療機関により異なるため、各自ご確認ください。
新型インフルエンザへの対応として以下のことを考えておく必要があります。
●従業員が感染した場合どうするか？
　　症状がでて7日間、熱が下がって2日間は出勤停止にするのがよいでしょう。「伝染の恐れのある疾病にかかったときは、医師の診断に基づき、就業を禁止する」といった旨の規定を就業規則に定めるとよいでしょう。
　　新型インフルエンザは私傷病であるため、欠勤期間の賃金を支払う必要はありません。
●従業員の家族が感染し、従業員本人の感染が疑わしい場合どうするか？
　　法律では、感染が疑わしい人に対して、就業の禁止を定めていません。　

　　会社がその従業員から他の従業員への感染を恐れ、就業を禁止する場合、自宅待機の扱いとなります。
　　この場合、休業手当の支払いが必要か否かは意見が分かれますが、実際には支給としている会社が多いようです。そうしないと、家族が感染したのを隠して就業する人もでてくるからです。但し、最近では現実的な対応として、実際に感染者がでた場合、報告させ、手洗い、消毒、マスクの着用、などを励行させた上で、出社は本人の判断に任せる会社もみられます。従業員が自分の判断で欠勤した場合には、賃金支払いの必要はありません。
●会社内での感染が拡大しており、従業員が感染する可能性が極めて高い場合どうするか？
　　一部の従業員が新型インフルエンザに感染したため、同じ職場で勤務している人が感染する可能性が高い場合は、会社は操業一時停止も考えていかなければなりません。

　　どうしても操業する場合、会社は十分な衛生対策をとっておかなければなりません。使用者には、安全配慮義務があるので、感染が心配される状態で就業させると問題があります。
　　会社の操業を継続する場合、以下のような措置を行うことを考えてください。
　①感染者及び濃厚接触者の出勤停止
　②感染者や濃厚接触者の席付近の消毒
　③事業場内の換気、消毒、清掃の徹底
　④マスク着用の励行
　⑤手洗い、うがいの励行
　⑥出勤してくる社員の検温
何より日頃の対応が重要だと思います。前段④、⑤、⑥などは常時行い、家庭での手洗い等も励行させ、意識を高めておくことが大切ではないでしょうか？
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？
Ｑ；当社は、課長に役職手当を月5万円支給することとしました。これによって管理監督者とみなし、時間外・休日出勤手当を支払わなくてよいのでしょうか？
Ａ；時間外・休日労働の適用除外とされる、管理監督者に該当する者か否かは、具体的には以下の３点が重視されます。
①賃金等の待遇面で優遇措置が講じられていること
　　定期給与である基本給、役付手当等において、その地位にふさわしい待遇がなされているか否か、ボーナス等の一時金の支給率、その算定基礎賃金等についても、一般の労働者と比し、優遇措置がとられているかどうか。
②経営者と一体不可分であること
　　労務等について、重要な職務を担当し、それに伴う一定の責任も負い、経営者の立場を理解し、経営者の立場に立って、部下を指導監督し、業務を管理するものかどうか。

③自己の裁量において仕事を進め、出退勤においても自己管理できる権限を有する者であること
緊急性の高い業務がある時は、労働時間の制限の枠を超えて勤務しなければならないこともあるが、そうではない時は、遅く出勤したり、早退しても、賃金カットや制裁、評価の対象とはされない者かどうか。
従ってご質問のように、職務手当を支払うからといって管理監督者であるとは、一概には言えません。①、②、③の条件を満たしているかどうかで判断するべきでしょう。
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